
 

 25

② 福祉用具（補装具や介護用品等）や器具類を使用している場合の選択基準 

福祉用具（補装具や介護用品等）や器具類を使用している場合は、使用している状況で選択する。 
例えば、歩行ができない場合でも車椅子を自操している場合は、移動に関しては「1.介助されてい

ない」と選択し、車椅子を使用している状況を特記事項に記載する。 
 

③ 「実際の介助の方法」が適切な場合 

実際の介助の状況を聞き取った上で、その介助の方法が、当該対象者にとって適切であると認定調

査員が考えた場合は、実際の介助の方法に基づき選択を行い、実際の「介護の手間」の具体的な内容

と、「頻度」を特記事項に記載し、介護認定審査会の判断を仰ぐ。 
 

④ 「実際の介助の方法」が不適切な場合 

「介助されていない」状態や「実際に行われている介助」が、対象者にとって「不適切」であると

認定調査員が判断する場合は、その理由を特記事項に記載した上で、適切な「介助の方法」を選択し、

介護認定審査会の判断を仰ぐことができる。 
なお、認定調査員が、「実際に行われている介助が不適切」と考える場合には、 
・独居や日中独居等による介護者不在のために適切な介助が提供されていない場合 
・介護放棄、介護抵抗のために適切な介助が提供されていない場合 
・介護者の心身の状態から介助が提供できない場合 
・介護者による介助が、むしろ本人の自立を阻害しているような場合 

など、対象者が不適切な状況に置かれていると認定調査員が判断する様々な状況が想定される。 
 

(2) 特記事項の記載において特に留意すべき点 

介護認定審査会では、具体的な介護の手間の多少を特記事項から評価することとなっているため、

介助の方法で評価する調査項目の特記事項の記載内容は、評価上の重要なポイントとなる。介護認定

審査会が適切に介助量を判断できるよう、具体的な介護の手間とその頻度を記載する。これらの特記

事項の情報は、介護認定審査会の介護の手間にかかる審査判定において、通常の介助よりも手間が大

きいか小さいかを判断する際に活用される。 
また、「介助されていない」状態や「実際に行われている介助」が、対象者にとって「不適切」で

あると認定調査員が判断する場合は、そのように判断する具体的な理由や事実を特記事項に記載した

上で、適切な介助の方法を選択する。これらの特記事項の情報は、介護認定審査会の一次判定修正・

確定の審査判定において、基本調査の選択の妥当性を審査する際に活用される。なお、適切な介助の

方法を選択した場合であっても、事実や根拠が明示されていない場合は、介護認定審査会においては

評価されない。 
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② 調査対象者に対し確認動作による確認ができなかった場合 

調査対象者に実際に行ってもらえなかった場合は、その理由や状況について、具体的な内容を「特

記事項」に記載する。 
一定期間（調査日より概ね過去 1 週間）の状況において、より頻回に見られる状況や日頃の状況で

選択する。 
また、調査対象者や介護者からの聞き取り内容、選択した根拠等についても、具体的な内容を「特

記事項」に記載する。 
 

③ 特記事項の記載において特に留意すべき点 

認定調査員が調査項目の選択において「どちらの選択も妥当」と感じた場合など、判断に迷った場

合は、具体的な状況と認定調査員の判断根拠を特記事項に記載し、介護認定審査会の一次判定修正・

確定の手順において判断を仰ぐこともできる。 
また、麻痺等・拘縮によって、実際に介護の手間をもたらしているものの、「介助の方法」の項目

に適切な項目が設定されていないために、具体的な介護の手間を記載することができない場合は、能

力の項目に具体的な介護の手間とその頻度を記載し、介護認定審査会おける二次判定（介護の手間に

かかる審査判定）の判断を仰ぐこともできる。 
 

◆調査項目の選択肢の選択及び「特記事項」記載の流れ 
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(3) BPSD 関連 

① 行動が発生している場合 

調査対象者や介護者から聞き取りした日頃の状況で選択する。調査時に実際に行動が見られた場合

は、その状況について特記事項に記載する。 
一定期間（調査日より概ね過去 1 か月間）の状況において、それらの行動がどの程度発生している

のかについて、頻度に基づき選択する。 
 

② 行動が発生していない場合 

一定期間（調査日より概ね過去 1 か月間）の状況において、行動が発生していない場合は「ない」

を選択する。 
また、基本調査項目の中には該当する項目が存在しないものの類似の行動またはその他の精神・行

動障害などにより具体的な「介護の手間」が生じていることが聞き取りにより確認された場合は、類

似または関連する項目の特記事項に、具体的な介護の手間の内容と頻度を記載し、介護認定審査会の

二次判定の判断を仰ぐことができる。 
 

③ 特記事項の記載において特に留意すべき点 

有無の項目（BPSD 関連）は、その有無だけで介護の手間が発生しているかどうかは必ずしも判断

できないため、二次判定で介護の手間を適切に評価するためには、特記事項に、それらの有無によっ

て発生している介護の手間を、頻度もあわせて記載する必要がある。また介護者が特に対応をとって

いない場合などについても特記事項に記載する。 
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◆調査項目の選択肢の選択及び「特記事項」記載の流れ 
 

 
※「4-12 ひどい物忘れ」については、何らかの行動が発生していない場合でも「周囲の者が何らかの行動をとらなけ

ればならないような状況（火の不始末など）」が発生している場合は、「行動が発生している」として評価する。 
※「2-12 外出頻度」については、「麻痺等・拘縮」にも「BPSD 関連」にも該当しないが、「有無」の項目であり、「2-12 

外出頻度」で定める選択基準に基づいて選択を行う。 




